
３．会計
（１）財務諸表

貸借対照表

（平成１９年３月３１日）

（単位：円）

資産の部
Ｉ 流動資産

現金及び預金 ４４８，５８０，９１９
前払費用 ９２，５００
未収収益 ２４１，７０６
未収金 ２，１４０，３２４
その他流動資産 ２９，６９４
流動資産合計 ４５１，０８５，１４３

II 固定資産
１ 有形固定資産

建物 ８，２３９，５３７，７６６
減価償却累計額 １，２５９，９５９，８９９ ６，９７９，５７７，８６７

構築物 １，５３４，００８，７２５
減価償却累計額 １６５，５３９，２８９ １，３６８，４６９，４３６

車両運搬具 １９，１２１，４８６
減価償却累計額 １１，７０６，９３０ ７，４１４，５５６

工具器具備品 ２，９７２，００４，１９９
減価償却累計額 ２，０４５，４６２，６９２ ９２６，５４１，５０７

土地 ２５，２００，０００，０００
その他有形固定資産 ９８，０６３，５４７
有形固定資産合計 ３４，５８０，０６６，９１３

２ 無形固定資産
ソフトウェア ３９，８８４，２８４
電話加入権 １，１２７，７００
工業所有権仮勘定 ６，９５８，６５４
無形固定資産合計 ４７，９７０，６３８
固定資産合計 ３４，６２８，０３７，５５１
資産合計 ３５，０７９，１２２，６９４

負債の部
� 流動負債

運営費交付金債務 １３５，７７３，０２７
リース債務 ３，４７１，１８５
研究業務未払金 １２９，１３３，６５５
未払金 ４２，０１８，３８２
未払費用 １１２，５７６，０６３
未払消費税等 ９，３４０，７００
預り金 １３，３３４，３５７
流動負債合計 ４４５，６４７，３６９

II 固定負債
資産見返負債
資産見返運営費交付金 ６２１，８３１，６６４
資産見返寄付金 １２，５１９，３３２
資産見返物品受贈額 ２５４，６４６，６８６
工業所有権仮勘定見返運営費交付金 ６，９５８，６５４ ８９５，９５６，３３６

リ－ス債務 １，１０８，６７８
固定負債合計 ８９７，０６５，０１４
負債合計 １，３４２，７１２，３８３

資本の部
� 資本金

政府出資金 ３４，３５３，２６９，５２４
資本金合計 ３４，３５３，２６９，５２４

II 資本剰余金
資本剰余金 １，５０７，６３３，７６１
損益外減価償却累計額 －２，１０１，２５４，０４８
損益外減損損失累計額 －１，０２５，４００
損益外固定資産除売却差額 －２２７，３７２，９９０
資本剰余金合計 －８２２，０１８，６７７

III 利益剰余金
前中期目標期間繰越積立金 １５６，１８３，６８５
当期未処分利益 ４８，９７５，７７９
（うち当期総利益） （ ４８，９７５，７７９）
利益剰余金合計 ２０５，１５９，４６４
資本合計 ３３，７３６，４１０，３１１
負債資本合計 ３５，０７９，１２２，６９４
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損益計算書

（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

（単位：円）

経常費用
研究業務費

給与、賞与及び諸手当 １，３７１，５７９，２４６
法定福利費・福利厚生費 １９５，１５８，３７８
退職金 ９８，８４７，２９７
その他人件費 ２５３，５６６，９２７
外部委託費 ４９２，１８１，６１９
研究材料費 ７４，６６５，６６４
支払リース料 １，０６７，２２０
賃借料 ７，３７９，４２２
減価償却費 ２４１，８５８，３８５
保守・修繕費 ３７０，２７９，２６０
水道光熱費 ２２６，０２０，１８５
旅費交通費 ９８，１７９，８７３
消耗品費 ２３４，７５５，９７０
備品費 ６７，５２４，３０９
諸謝金 ９，２７９，８０１
支払手数料 ２，６９２，２８２
図書印刷費 １３２，１２９，７９８
その他業務経費 ３２，０１７，１９２ ３，９０９，１８２，８２８

一般管理費
役員報酬 ４１，２４４，５６０
給与、賞与及び諸手当 １６１，１６０，８２９
法定福利費・福利厚生費 ３１，７２２，５３２
退職金 ５９，０３７，４８６
その他人件費 １５，９６５，２５１
賃借料 １，７５６，３２５
減価償却費 ９，７９６，０９２
保守・修繕費 ３１，１８０，０３２
水道光熱費 １５，２１６，１２０
旅費交通費 ２，５３１，６３０
消耗品費 １２，１２７，０５５
備品費 ２，５８４，４７１
諸謝金 ６，６６６，３５０
支払手数料 １，１２９，２１５
その他管理経費 １１，０１８，０６２ ４０３，１３６，０１０

財務費用
支払利息 ８３７，０７８

経常費用合計 ４，３１３，１５５，９１６

経常収益
運営費交付金収益 ３，０２７，４７５，３７９
施設費収益 ３８，０４８，０１０
事業収益

手数料収入 １３，３５９
その他事業収入 ５４０，９４１ ５５４，３００

受託収入
政府受託収入 １，０１９，１６５，６９９
その他受託収入 ４０，８８２，２７２ １，０６０，０４７，９７１

資産見返負債戻入 １５２，９１４，５８７
財務収益

受取利息 ５１ ５１
雑益 １，４４１，１２９
経常収益合計 ４，２８０，４８１，４２７
経常損失 ３２，６７４，４８９

臨時損失
固定資産除却損 １３，２５９，７４８ １３，２５９，７４８

臨時利益
資産見返負債戻入 １３，２５９，７４８
その他の臨時利益 １１，２８６，０６３ ２４，５４５，８１１

当期純損失 ２１，３８８，４２６
前中期目標期間繰越積立金取崩額 ７０，３６４，２０５
当期総利益 ４８，９７５，７７９
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キャッシュ・フロー計算書

（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）
（単位：円）

行政サービス実施コスト計算書

（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）
（単位：円）

� 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 －１，７３２，３８５，８０３

人件費支出 －２，１７５，１３５，３９９

科学研究費等支出 －４３，６５９，７８９

その他の業務支出 －８４，５７１，０８２

運営費交付金収入 ３，２８０，０３５，０００

受託収入 １，０５８，７６２，７６２

科学研究費等収入 ４７，３０６，２５９

その他業務収入 １３，５５０，９４６

小計 ３６３，９０２，８９４

利息の受取額 ４４

利息の支払額 －８３７，０７８

国庫納付金の支払額 －５７７，８７７，８４５

業務活動によるキャッシュ・フロー －２１４，８１１，９８５

II 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 －２１５，３１０，２２６

無形固定資産の取得による支出 －１５，０２７，６７７

施設費による収入 １０１，１５３，０１０

投資活動によるキャッシュ・フロー －１２９，１８４，８９３

III 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 －２６，９８６，４４９

財務活動によるキャッシュ・フロー －２６，９８６，４４９

IV 資金減少額 ３７０，９８３，３２７

V 資金期首残高 ８１９，５６４，２４６

VI 資金期末残高 ４４８，５８０，９１９

� 業務費用

（１）損益計算書上の費用

研究業務費 ３，９０５，８２５，８３４

一般管理費 ４０３，１３６，０１０

財務費用 ８３７，０７８

臨時損失 １３，２５９，７４８ ４，３２３，０５８，６７０

（２）（控除）自己収入等

事業収益 －５５４，３００

受託収入 －１，０６０，０４７，９７１

資産見返寄付金戻入 －２，６１５，４６１

財務収益 －５１

雑益 －１，４４１，１２９

その他の臨時利益 －１１，２８６，０６３ －１，０７５，９４４，９７５

業務費用合計 ３，２４７，１１３，６９５

II 損益外減価償却等相当額

損益外減価償却相当額 ２６０，７７７，７６１

損益外固定資産除却相当額 ７，９５５，０６５ ２６８，７３２，８２６

損益外減価償却等相当額合計 ２６８，７３２，８２６

III 損益外減損損失相当額 １，０２５，４００

IV 引当外退職給付増加見積額 ６８，４１９，１０５

V 機会費用

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用 ５５４，９７０，５２８ ５５４，９７０，５２８

VI 行政サービス実施コスト ４，１４０，２６１，５５４

VI．総 務 ６９



重要な会計方針

１．運営費交付金収益の計上基準

費用進行基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ５～５０年

構築物 ５～５０年

車両運搬具 ４～８年

工具器具備品 ５～１０年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８６）の減価償却相当額については、損益外減価償却累計額とし

て資本剰余金から控除して表示しております。

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいております。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上しておりま

せん。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、事業年度末に在職する役職員につ

いて、当期末の自己都合退職金要支給額から前期末の自己都合退職金要支給額を控除し、業務費用として計上され

ている退職給与の額を控除して計算しております。

４．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付国債の平成１９年３月末利回りを参考に１．６５０％で計算しております。

５．リース取引の処理方法

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

６．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

重要な会計方針の変更

固定資産の減損に係る会計基準

当法人においては、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準」及び「固

定資産の減損に係る独立行政法人会計基準注解」（独立行政法人会計基準研究会等（平成１７年６月２９日））を当事業
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年度から適用しております。

これにより、行政サービス実施コストは、１，０２５，４００円増加しております。

なお、今期の減損損失計上額については、帳簿価額から直接控除し、貸借対照表に表示しております。

貸借対照表の注記事項

１．運営費交付金から充当されるべき退職一時金見積額は、１，７１９，１００，５６５円になっております。

２．減損会計に係る注記

（１）減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

（２）減損の認識に至った経緯

当該固定資産については、市場価額が帳簿価額に比べ著しく下落していることから、減損の兆候が認められまし

た。NTTの公定価格（一般回線３７，８００円アナログ回線及び INSネット回線５３，５５０円）が帳簿価額を下回るため、

減損損失を測定致しました。

（３）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内訳

減損損失は全額を損益計算書に計上しておりません。

（４）回収可能サービス価額について

回収可能サービス価額は、正味売却価額と比較して高いため、使用価値相当額を使用しております。

使用価値相当額は再調達価額を基に算定しております。

キャッシュ・フロー計算書の注記事項

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳は、現金及び預金となっております。

行政サービス実施コスト計算書の注記事項

政府出資等の機会費用は、計上利率：１．６５０％（決算日における１０年もの国債（新発債）利回り）を適用し、｛（（期

首政府出資金３４，３５３，２６９，５２４円－資本剰余金６１５，３６５，４５１円）＋（期末政府出資金３４，３５３，２６９，５２４円－資本剰余金

８２２，０１８，６７７円））／２｝×１．６５０％で計上しております。

行政サービス実施コストに準ずる費用関係

独立行政法人会計基準第２４の項目には該当しないが、行政サービス実施コストに準ずる費用は次のとおりです。

筑波共同利用施設から提供を受けている受益の費用 １６１，６１８，３０３円

積立金の国庫納付等

１．前中期目標期間最終年度の積立金の期末残高は６６５，４４０，１１８円であり、これに前中期目標期間の最終年度の未

処分利益１３８，９８５，６１７円を加えると、積立金は８０４，４２５，７３５円となっております。

２．この積立金８０４，４２５，７３５円のうち、今中期目標期間の業務の財源として繰越の承認を受けた額は、２２６，５４７，８９０

円であり、差し引き５７７，８７７，８４５円については国庫に納付致しました。

内訳 場 所 帳簿価格（円）

電話加入権 研究所（茨城県つくば市観音台３－１－３） ２，１５３，１００

資産科目 減損損失の金額（円）

電話加入権 １，０２５，４００
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利益の処分に関する書類

（単位：円）

附 属 明 細 書

（１） 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費及び減損損失の明細

（単位：円）

� 当期未処分利益 ４８，９７５，７７９

当期総利益 ４８，９７５，７７９

II 利益処分額

積立金 ４８，９７５，７７９

独立行政法人通則法第４４条第３項により

主務大臣の承認を受けようとする額

目的積立金 ０ ０ ４８，９７５，７７９

（注１）利益の処分については、当期財務諸表についての主務大臣の承認を得た時点において、処理を行うこととな
っております。
（注２）利益処分については、平成１９年９月７日付け農林水産省指令１９農会第５９２号をもって承認となっております。

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有形固定
資産（償
却費損益
内）

建物 ２８３，２５５，８７５ ４６，３４５，１１７ ０ ３２９，６００，９９２ ６４，３０８，２１９ ２３，８９０，３１０ ０ ０ ０ ２６５，２９２，７７３

構築物 ２９，７１２，０２７ ０ ０ ２９，７１２，０２７ ４，８３４，３４４ ２，０３１，６４０ ０ ０ ０ ２４，８７７，６８３

車両運搬具 １９，４２６，２５６ １，６３２，９３０ １，９３７，７００ １９，１２１，４８６ １１，７０６，９３０ ２，５４３，３５９ ０ ０ ０ ７，４１４，５５６

工具器具備品 １，９６６，３９９，４２２ １０４，２２７，１７９ １５，５４９，５７８ ２，０５５，０７７，０２３ １，３００，５６５，２６９ ２０４，９３５，９８５ ０ ０ ０ ７５４，５１１，７５４

計 ２，２９８，７９３，５８０ １５２，２０５，２２６ １７，４８７，２７８ ２，４３３，５１１，５２８ １，３８１，４１４，７６２ ２３３，４０１，２９４ ０ ０ ０ １，０５２，０９６，７６６

有形固定
資産（償
却費損益
外）

建物 ７，８５４，７８６，８３９ ６３，１０５，０００ ７，９５５，０６５ ７，９０９，９３６，７７４ １，１９５，６５１，６８０ ２２４，９７１，０５８ ０ ０ ０ ６，７１４，２８５，０９４

構築物 １，５０４，２９６，６９８ ０ ０ １，５０４，２９６，６９８ １６０，７０４，９４５ ２６，２３７，１４１ ０ ０ ０ １，３４３，５９１，７５３

工具器具備品 ９１６，９２７，１７６ ０ ０ ９１６，９２７，１７６ ７４４，８９７，４２３ ９，５６９，５６２ ０ ０ ０ １７２，０２９，７５３

計 １０，２７６，０１０，７１３ ６３，１０５，０００ ７，９５５，０６５ １０，３３１，１６０，６４８ ２，１０１，２５４，０４８ ２６０，７７７，７６１ ０ ０ ０ ８，２２９，９０６，６００

非償却資
産

土地 ２５，２００，０００，０００ ０ ０ ２５，２００，０００，０００ ０ ０ ０ ０ ０ ２５，２００，０００，０００

その他有形固定資産 ９８，０６３，５４７ ０ ０ ９８，０６３，５４７ ０ ０ ０ ０ ０ ９８，０６３，５４７

計 ２５，２９８，０６３，５４７ ０ ０ ２５，２９８，０６３，５４７ ０ ０ ０ ０ ０ ２５，２９８，０６３，５４７

有形固定
資産合計

建物 ８，１３８，０４２，７１４ １０９，４５０，１１７ ７，９５５，０６５ ８，２３９，５３７，７６６ １，２５９，９５９，８９９ ２４８，８６１，３６８ ０ ０ ０ ６，９７９，５７７，８６７

構築物 １，５３４，００８，７２５ ０ ０ １，５３４，００８，７２５ １６５，５３９，２８９ ２８，２６８，７８１ ０ ０ ０ １，３６８，４６９，４３６

車両運搬具 １９，４２６，２５６ １，６３２，９３０ １，９３７，７００ １９，１２１，４８６ １１，７０６，９３０ ２，５４３，３５９ ０ ０ ０ ７，４１４，５５６

工具器具備品 ２，８８３，３２６，５９８ １０４，２２７，１７９ １５，５４９，５７８ ２，９７２，００４，１９９ ２，０４５，４６２，６９２ ２１４，５０５，５４７ ０ ０ ０ ９２６，５４１，５０７

土地 ２５，２００，０００，０００ ０ ０ ２５，２００，０００，０００ ０ ０ ０ ０ ０ ２５，２００，０００，０００

その他有形固定資産 ９８，０６３，５４７ ０ ０ ９８，０６３，５４７ ０ ０ ０ ０ ０ ９８，０６３，５４７

計 ３７，８７２，８６７，８４０ ２１５，３１０，２２６ ２５，４４２，３４３ ３８，０６２，７３５，７２３ ３，４８２，６６８，８１０ ４９４，１７９，０５５ ０ ０ ０ ３４，５８０，０６６，９１３

無形固定
資産

ソフトウェア ９３，９４２，０７４ ９，９３３，０００ ０ １０３，８７５，０７４ ６３，９９０，７９０ １８，２５３，１８３ ０ ０ ０ ３９，８８４，２８４

電話加入権 ２，１５３，１００ ０ ０ ２，１５３，１００ ０ ０ １，０２５，４００ ０ １，０２５，４００ １，１２７，７００

工業所有権仮勘定 ４，０２３，３２７ ２，９３５，３２７ ０ ６，９５８，６５４ ０ ０ ０ ０ ０ ６，９５８，６５４

計 １００，１１８，５０１ １２，８６８，３２７ ０ １１２，９８６，８２８ ６３，９９０，７９０ １８，２５３，１８３ １，０２５，４００ ０ １，０２５，４００ ４７，９７０，６３８
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（２） 資本金及び資本剰余金の明細

（単位：円）

（３） 積立金の明細

（単位：円）

（４）目的積立金の取崩しの明細

（単位：円）

（５） 運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

１）運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

資本金
政府出資金 ３４，３５３，２６９，５２４ ０ ０ ３４，３５３，２６９，５２４

計 ３４，３５３，２６９，５２４ ０ ０ ３４，３５３，２６９，５２４

資本剰
余金

運営費交付金 ２，２６０，１００ ０ ０ ２，２６０，１００

施設整備費補助金 １，４４０，２２２，６６１ ６３，１０５，０００ ０ １，５０３，３２７，６６１ 施設費による資産取得

政府承継 ２，０４６，０００ ０ ０ ２，０４６，０００

計 １，４４４，５２８，７６１ ６３，１０５，０００ ０ １，５０７，６３３，７６１

損益外減価償却累計額 －１，８４０，４７６，２８７ －２６０，７７７，７６１ ０ －２，１０１，２５４，０４８

損益外減損損失累計額 ０ －１，０２５，４００ ０ －１，０２５，４００

損益外固定資産除売却差額 －２１９，４１７，９２５ －７，９５５，０６５ ０ －２２７，３７２，９９０

計 －２，０５９，８９４，２１２ －２６９，７５８，２２６ ０ －２，３２９，６５２，４３８

差引計 －６１５，３６５，４５１ －２０６，６５３，２２６ ０ －８２２，０１８，６７７

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

通則法４４条１項積立金 ６６５，４４０，１１８ １３８，９８５，６１７ ８０４，４２５，７３５ ０

当期積立金 １３８，９８５，６１７円
国庫納付金 ５７７，８７７，８４５円
前中期目標期間繰越積立金
２２６，５４７，８９０円

前中期目標期間繰越積立金 ０ ２２６，５４７，８９０ ７０，３６４，２０５ １５６，１８３，６８５
通則法４４条１項積立金からの振替
額２２６，５４７，８９０円、
「目的積立金の取崩の明細」を参照

計 ６６５，４４０，１１８ ３６５，５３３，５０７ ８７４，７８９，９４０ １５６，１８３，６８５

交付年度 期首残高
交付金

当期交付額

当期振替額

期末残高
運営費交付金収益

資産見返運営費
交付金

工業所有権仮勘定
見返運営費交付金

資本剰余金 小計

平成１８年度 － ３，２８０，０３５，０００ ３，０２７，４７５，３７９ １１３，８５１，２６７ ２，９３５，３２７ ０ ３，１４４，２６１，９７３ １３５，７７３，０２７

合計 ０ ３，２８０，０３５，０００ ３，０２７，４７５，３７９ １１３，８５１，２６７ ２，９３５，３２７ ０ ３，１４４，２６１，９７３ １３５，７７３，０２７

区 分 金 額 摘 要

監査報酬 １，２５０，０００ 政令第５条に基づく申請で承認済

前中期目標期間繰越積立金 前中期目標期間委託取得（自己財源）資産
の減価償却費 ６９，１１４，２０５ 政令第５条に基づく申請で承認済

計 ７０，３６４，２０５
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２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

平成１８年度交付分

３）運営費交付金債務残高の明細

（６）運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

施設費の明細 （単位：円）

（７）役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

平成１８年度

成果進行基準を採用し
た業務に係る分

０ －（成果進行基準を採用した業務は無い）

期間進行基準を採用し
た業務に係る分

０ －（期間進行基準を採用した業務は無い）

費用進行基準を採用し
た業務に係る分

１３５，７７３，０２７ ○費用進行基準を採用した業務は、全ての業務となっております。
○債務残高の主な要因につきましては、人件費見込み額との差異及び平成１８・１９事業年度にかけて予定して
いる広報活動に係る経費の未執行額などであり、人件費相当額残高７４，０４７，９１１円、事業費残高６１，７２５，１１６
円となっております。
なお、中期計画で予定した本事業年度に実施すべき業務については、計画どおりに実施済みであり、本来
の研究業務の未達成による運営費交付金債務の翌事業年度への繰越額はございません。
○当該債務残高につきましては、翌事業年度において該当項目支出時に収益化する予定であります。

計 １３５，７７３，０２７

区分 当期交付額
左の会計処理内訳

摘要
建設仮勘定見返施設費 資本剰余金 その他

施設費 １０１，１５３，０１０ ０ ６３，１０５，０００ ３８，０４８，０１０ その他の処理は、施設費収益

計 １０１，１５３，０１０ ０ ６３，１０５，０００ ３８，０４８，０１０

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 手 当

支 給 額 支 給 人 員 数 支 給 額 支 給 人 員 数

役 員
（６０２）
４０，６４１

（１）
３

（０）
０

（０）
０

職 員
（２６９，５３２）
１，５３２，７４０

（１７１）
１８４

（０）
１５７，８８４

（０）
６

合 計
（２７０，１３４）
１，５７３，３８１

（１７２）
１８７

（０）
１５７，８８４

（０）
６

区分 金額 内容

成果進行基準
による振替額

運営費交付金収益 ０ －（成果進行基準を採用した業務は無い）

資産見返運営費交付金 ０

資本剰余金 ０

計 ０

期間進行基準
による振替額

運営費交付金収益 ０ －（期間進行基準を採用した業務は無い）

資産見返運営費交付金 ０

資本剰余金 ０

計 ０

費用進行基準
による振替額

運営費交付金収益 ３，０２７，４７５，３７９ （１）費用進行基準を採用した業務：全ての業務
（２）当該業務に係る損益等
ア）損益計算書に計上した費用の額：３，０２７，４７５，３７９円
イ）資産購入の額：１１３，８５１，２６７円（うち固定資産 １１０，８１６，７６７円 うち無形固定資産 ３，０３４，５００円）
ウ）特許出願に係る弁理士費用：２，９３５，３２７円

資産見返運営費交付金 １１３，８５１，２６７

工業所有権仮勘定見返
運営費交付金 ２，９３５，３２７

資本剰余金 ０

計 ３，１４４，２６１，９７３

会計基準第８０第３項による振替額 ０

合 計 ３，１４４，２６１，９７３

※注記 １．支給の基準
役員に対する支給の基準は、役員給与規程及び役員退職手当支給規程によっております。
職員に対する支給の基準は、職員給与規程及び職員退職手当支給規程によっております。

２．職員の給与支給人員数は、１２ヶ月の平均支給人員数によっております。
３．非常勤役員及び非常勤職員については、外数（ ）で記載しております。
４．千円未満の端数は切り捨てて記載しております。
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（２）決算報告書

（単位：円）

（３）予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

１）予算重点配分等

研究の活性化を目的に、運営費交付金を財源とした所内の競争的資金としての「研究推進費」（１９０，１００千円（当初予

算ベース））を運用し、当所が主催する独自の国際会議の開催（１１，６２９千円、３件）、国際研究集会等への参加（１５，２２３

千円、５０件）および所内独自の法人プロジェクト（２０，７４０千円）等に充当し、研究の活性化と効率的な推進を図った。

２）受託研究収入

中期目標達成に有効な競争的資金への積極的な応募を促進するため、科学研究費補助金等の競争的資金の説明会を開

催した。「予算・管理運営委員会」において、申請書類のブラッシュアップを行った。その結果、文部科学省、環境省

等の競争的資金について、代表提案６課題、参画提案１５課題が採択され、自己資金の獲得を図ることができた。

これらにより平成１８年度の受託収入は１，０６０，０４７千円となった。

３）受託収入と再委託

農林水産省等からの受託プロジェクトによる受託収入の充実に努め、平成１８年度の受託費分は（１，０６０百万円）と、

総支出額の約４分の１を占めた。また、プロジェクトの効率的な推進のため、運営費交付金及び受託収入の一部（総額

３９４百万円）を研究委託として外部に委託した。

こうした連携協力の推進の結果、今年度、特許出願１件、普及に移しうる成果１１件、査読付き論文４６件の研究成果を

あげることができた。

区 分 予 算 額 決 算 額 差 額 備 考

収 入

運営費交付金 ３，２８０，０３５，０００ ３，２８０，０３５，０００ ０

施設整備費補助金 １５２，６４８，０００ １０１，１５３，０１０ －５１，４９４，９９０

受託収入 ９３１，４６４，０００ １，０６０，０４７，９７１ １２８，５８３，９７１

諸収入 ２，７５６，０００ １，９９５，４８０ －７６０，５２０

臨時収入 － １１，２８６，０６３ １１，２８６，０６３ 過年度特許収入

計 ４，３６６，９０３，０００ ４，４５４，５１７，５２４ ８７，６１４，５２４

支 出

業務経費 ８８６，４２２，０００ ９１２，９２０，４５９ ２６，４９８，４５９

施設整備費 １５２，６４８，０００ １０１，１５３，０１０ －５１，４９４，９９０

受託経費 ９３１，４６４，０００ １，０５８，１３１，７４３ １２６，６６７，７４３

試験研究費 ８３８，３１８，０００ ９８０，０７７，２９３ １４１，７５９，２９３

管理諸費 ９３，１４６，０００ ７８，０５４，４５０ －１５，０９１，５５０

一般管理費 ３９１，７４３，０００ ３０９，３６９，１１０ －８２，３７３，８９０

人件費 ２，００４，６２６，０００ １，９３０，５７８，０８９ －７４，０４７，９１１

計 ４，３６６，９０３，０００ ４，３１２，１５２，４１１ －５４，７５０，５８９

※差額の計算方法
収入については、決算額－予算額で計上しております。
支出については、決算額－予算額で計上しております。
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４）施設整備等

業務の適切かつ効率的な実施の確保のため、業務実施上の必要性及び既存の施設、設備の老朽化等に伴う施設及び設

備の整備改修等を計画的に行った。平成１８年度の年度計画に基づき、実験棟へ冷房を供給している第１機械棟内の吸収

式冷凍機が老朽化により機能が低下したため、改修を行った。当該改修では、単なる機能回復のみならず各実験棟の利

用状況に合わせた弾力的・効率的な運用が可能となり、省エネとランニングコストの低減が見込まれる。

また、平成１７年度に緊急的に調査を行った結果、アスベストの吹き付けが存在している第２作業棟ほか９箇所につい

て、今年度、除去工事を行った。

５）諸収入

平成１８年度より分析・鑑定費用及び研究員受入経費の徴収に関する規定を整備し、所定の対価の徴収を開始すること

とした。

６）特許実施許諾

平成１８年度の実施許諾件数は７件であり、実施料収入３０１，９６１円であった。なお、公開特許に関しては、各種イベン

トにおける積極的な情報提供に努めた。

７）経費の節約等

電気料等の管理経費については、所議を通じて定期的に使用状況を通知し管理運営コスト等を職員に周知し、コスト

意識、節電対策等を徹底することとともに、階段等の照明装置への人感センサー設置、水栓バルブへの節水コマ等によ

る節水対策、給湯用熱交換機の余剰水の再利用等を行い経費削減に努めた。

電気料については、平成１８年度は第２期中期計画期間の初年度であり、温室等の実験施設の稼働率が上昇したために

漸増しているので、今後はその要因の解析を行い節減に努める。

上下水道料については、過去４年間、ほぼ横ばいであり、従前より使用量の削減が認められたが、下水道単価の上昇

があったため経費は増となった。

コピー料については、漸減傾向にあり、ペーパーレス化が浸透しつつある。

８）契約方針

契約の競争性と公平性をはかるため、一般競争入札を可能な限り行い、併せて契約方式の見直しも進め、従来随意契

約としていた実験廃水処理施設運転保守管理契約の一般競争契約への移行準備を実施した。また会計規程及び契約事務

取扱規程に基づき随意契約とすることができる範囲の契約についても、Webサイトへの掲載により随意契約希望者を

公募することにより、見積競争契約としての競争性の確保を図った。一般競争及び随意契約の契約概要を、研究所ホー

ムページに掲載し、情報の公開にも努めた。一方、一般競争の範囲の拡大については、事務簡素化と効率化推進の方策

を含めて検討をした。
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平成１８年度予算決算

（単位：百万円）

区 分 予 算 額 決 算 額 備 考

収入

運営費交付金 ３，２８０ ３，２８０

施設整備費補助金 １５３ 注１） １０１

受託収入 ９３１ 注２）１，０６０

諸収入 ３ ２

臨時収入 － 注３） １１

計 ４，３６７ ４，４５４

支出

業務経費 ８８６ ９１３

施設整備費 １５３ １０１

受託経費 ９３１ １，０５８

試験研究費 ８３８ ９８０

管理諸費 ９３ ７８

一般管理費 ３９２ ３０９

人件費 ２，００５ １，９３１

計 ４，３６７ ４，３１２

注１ 施設整備費補助金の予算額に対する差額は、割当内示（予算）に対し、額確定による執行済額であり、繰越額は発生していない。
注２ 受託収入決算額の内訳は、次のとおりである。
（１）受託研究収入 １，０５７百万円（平成１７年度 １，０４６百万円）
１）政府受託研究収入 １，０１９百万円（ 〃 １，００３百万円）
２）その他の受託研究収入 ３８百万円（ 〃 ４３百万円）

（２）政府外受託出張収入 ３百万円（平成１７年度 ２百万円）
注３ 臨時収入１１百万円は、過年度特許権実施料収入である。
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平成１８年度収支計画決算

（単位：百万円）

区 分 計 画 額 決 算 額 備 考

費用の部 ４，３０９ ４，３２６

経常費用 ４，３０８ ４，３１２

人件費 ２，００５ １，９３１

業務経費 ８１０ １，０１３

受託経費 ８６７ １，０１３

一般管理費 ３６４ １０３

減価償却費 ２６２ ２５２

財務費用 １ 注１） １

臨時損失 ０ 注２） １３

収益の部 ４，２９３ ４，３０５

運営費交付金収益 ３，２０４ ３，０２７

施設費収益 － 注３） ３８

諸収入 ３ １

受託収入 ９３１ １，０６０

資産見返負債戻入 １５５ １５３

臨時利益 ０ 注４） ２５

純損失 １６ ２１

目的積立金取崩額 ０ ０

前中期繰越積立金取崩額 － 注５） ７０

総損失・（総利益） 注６） １６ 注６） ４９

（各計上の計数は百万円表記による端数処理のため、各合計と一致しない場合がある。）

注１ 財務費用決算額
当期における財務費用は、リース資産に係る支払利息分である。 １百万円

注２ 臨時損失
当期における臨時損失は、承継資産（国からの無償譲渡物品（工具器具備品））８点及び運営費交付金による取得資産（車両運搬具）
１点の除却により発生した固定資産除却損である。 １３百万円
注３ 施設費収益決算額

施設費収益の決算額に計上した金額は、施設整備費補助金における「アスベスト対策経費」の修繕費に計上した額である。 ３８百万円
注４ 臨時利益
当期における臨時利益として、注２に掲記した資産の除却に伴う見返収益１３百万円及び過年度特許権実施料収入１１百万円である。

２５百万円
注５ 前中期目標期間繰越積立金取崩額
当期における積立金取崩額の内訳は、次のとおりである。

（１）前渡金の費用計上額（監査報酬費用） １百万円
（２）第１期中期目標期間中に取得した受託費資産の減価償却費用 ６９百万円
注６ 総損失・（総利益）
計画時及び決算時に計上した金額については、それぞれ次のとおりである。

（１）計画時計上額 総損失 １６百万円
（２）決算時計上額 総利益 ４９百万円
計画計上額との相違については、前中期目標期間繰越積立金の承認の時期が平成１８年度計画終了後であったため、注５（１）、（２）で表記

の積立金取崩額を見込めなかったためである。

なお、決算時計上の総利益４９百万円の主な内容は次のとおりである。
（１）受託収入人件費相当額 ２百万円
民間受託収入及び政府外受託出張収入の人件費相当額は、当法人では運営費交付金に依存しているため、担当職員の人件費には充当せ

ず、利益計上としている。
（２）知的所有権収益（過年度臨時収入含む） ６百万円
（３）自動車保険収入 １百万円
（４）生産物売払収入 ０．２百万円
（５）今年度受託費取得資産見合分（今期の減価償却費控除後の額） ４２百万円
（６）消費税精算に伴う追加計上額 －３百万円
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平成１８年度資金計画決算

（単位：百万円）

区 分 計 画 額 決 算 額 備 考

資金支出 ４，９２４ ５，３２１

業務活動による支出 ４，０４７ ４，０３７

投資活動による支出 ２９３ ２３０

財務活動による支出 ２７ ２７

国庫納付金の支払額 ５５７ ５７８

次年度への繰越金 ０ 注１） ４４９

資金収入 ４，９２４ ５，３２１

業務活動による収入 ４，２１４ ４，４００

運営費交付金による収入 ３，２８０ ３，２８０

受託収入 ９３１ １，０５９

その他の収入 ３ 注２） ６１

投資活動による収入 １５３ １０１

施設整備費補助金による収入 １５３ １０１

その他の収入 ０ ０

財務活動による収入 ０ ０

その他の収入 ０ ０

前年度（前中期）からの繰越金 ５５７ ８２０

（各計上の計数は百万円表記による端数処理のため、各合計と一致しない場合がある。）

注１ 次年度への繰越金の主な内訳は、次のとおりである。
（１）運営費交付金債務残高 １３６百万円
（２）未払金・未払費用・預り金等 ３０６百万円
（３）今年度利益計上額（キャッシュベース） ７百万円
（４）前年度までのキャッシュ（預託金及びリース債務影響額） ２百万円
（５）未収金等 －２百万円
注２ 業務活動による収入のうち「その他の収入」には、文部科学省科研費収入４７百万円及び臨時収入１１百万円を含む。
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（４）特許等一覧表

１）国内

出願年月 登録・出願番号 特許名 発明者 取得年月 消滅年月 共同出願者

Ｓ６２．８ ２５００３１４号 オクダカ－ジェン・テトライン－カルボン酸誘導体及
びその製造法

西山 幸司 Ｈ８．３ Ｈ１９．８

Ｓ６３．７ １９０６５６５号 （E）－７、９－デカジエニルアセタートを追加成分とする
昆虫誘引剤

玉木 佳男
杉江 元
長嶺 将昭
金城美恵子

Ｈ７．２ Ｈ２０．７

Ｓ６３．８ １９０６５６６号 ９，１１－ドデカジェニルブチレートと９，１１－ドデカジエ
ニルヘキサノエートを成分とする昆虫誘引剤

玉木 佳男
杉江 元
長嶺 将昭
金城美恵子

Ｈ７．２ Ｈ２０．８ 沖縄県

Ｓ６３．９ １６６１０５３号 植物生育培地水分制御法 久保田 徹
岩間 秀矩
加藤 英孝
遅沢 省子

Ｈ４．５ Ｈ２０．９

Ｓ６３．９ １７７８７１１号 （Z）－７－ドデセルニアセタートと（Z）－９－ドデセニルア
セタートを有効成分とする昆虫誘引剤

玉木 佳男
杉江 元
川崎建次郎
北村 実彬

Ｈ５．８ Ｈ２０．９

Ｓ６３．１０ １８５５３８９号 土壌病害防除・植物成長促進剤 小林 紀彦
飯島 宏一

Ｈ６．７ Ｈ２０．１０

Ｈ２．１２ ２８５１４４３号 シバツトガの配偶者行動攪乱剤 杉江 元
野口 浩
清水 喜一
河名 利幸
福田 寛
山本 昭
福本 毅彦
井原 俊明

Ｈ１０．１１ Ｈ２２．１２ 千葉県
信越化学（株）

Ｈ３．４ ２６０００９０号 宿主ベクター系 福本 文良
佐藤 守
美濃部侑三

Ｈ９．１ Ｈ２３．４

Ｈ４．１ ２７７９０９０号 シバツトガの誘引剤 杉江 元
野口 浩
清水 喜一
河名 利幸
福田 寛
山本 昭
福本 毅彦
井原 俊明

Ｈ１０．５ Ｈ２４．１ 千葉県
信越化学（株）

Ｈ４．１ ２７９３７３６号 芝生害虫の配偶行動攪乱剤 杉江 元
野口 浩
清水 喜一
河名 利幸
福田 寛
山本 昭
福本 毅彦
井原 俊明

Ｈ１０．６ Ｈ２４．１ 千葉県
信越化学（株）

Ｈ４．３ ２７７９０９３号 ヨトウガの誘引剤 杉江 元
野口 浩
清水 喜一
河名 利幸
福田 寛
山本 昭
福本 毅彦
井原 俊明

Ｈ１０．５ Ｈ２４．３ 千葉県
信越化学（株）

Ｈ７．４ ２７２０３７８号 チャバネアオカメムシの誘引剤 杉江 元
野口 浩
川崎建次郎
高木 一夫
守屋 成一
藤家 梓
福田 寛
大平 喜男
津田 勝男
山中 正博
堤 隆文
鈴木 宏治
福本 毅彦

Ｈ９．１１ Ｈ２７．４ 千葉県
福岡県
信越化学（株）
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出願年月 登録・出願番号 特許名 発明者 取得年月 消滅年月 共同出願者

Ｈ４．１０ ２６７４６７８号 ３次元自由局面設計装置 竹澤 邦夫 Ｈ９．７ Ｈ２４．１

Ｈ７．４ ２６５４５１４号 ナガチャコガネの誘引剤 杉江 元
野口 浩
川崎建次郎
本間 健平
大泰 司誠
柿崎 昌史
鈴木 宏治
福本 毅彦

Ｈ９．５ Ｈ２７．４ 北海道
信越化学（株）

Ｈ７．９ ２７４１７４６号 新規土壌凝集剤 高橋 義明
櫻井 泰弘
牧野 知之

Ｈ１０．１ Ｈ２７．９

Ｈ８．３ ２９８７４２２号 薬剤の放出制御・抑制方法およびその資材 小原 裕三
石井 康雄

Ｈ１１．１０ Ｈ２８．３

Ｈ８．７ ３１６３３７７号 スルホキシド化合物及びそれを用いた植物成長阻害剤 藤井 義晴
原田 二郎
平舘俊太郎
佐野 禎哉
大東 肇
平井 伸博

Ｈ１３．３ Ｈ２８．７

Ｈ８．１１ ２８３８２００号 カラム内濃縮が可能な毛細管電気泳動を誘導結合プラ
ズマに接続するためのインターフェース及び接続方法

山崎 慎一
梅 二文

Ｈ１０．１０ Ｈ２８．１１

Ｈ９．２ ３０３０３７０号 土壌中の有機汚染物質を分解する分解菌の集積方法及
びそれを用いた分解菌の単離方法

高木 和広
吉岡 祐一

Ｈ１２．２ Ｈ２９．２ 東洋電化工業（株）

Ｈ９．２ ３０９９０５８号 新規植物成分及びそれを含有する植物成長阻害剤 平舘俊太郎
箭田 浩士
杉江 元
藤井 義晴

Ｈ１２．８ Ｈ２９．２

Ｈ１０．２ ２８８４５１１号 タイワンレンギョウの新規植物成分及びそれを含有す
る植物成長阻害剤

平舘俊太郎
中嶋 直子
箭田 浩士
藤井 義晴

Ｈ１１．２ Ｈ３０．２

Ｈ１０．５ ２９０４４３２号 土壌中の有機塩素系化合物を好気的にを分解する分解
菌、その分解菌の集積又は単離方法及びその分解菌を
保持する分解菌保持担体

高木 和広
吉岡 祐一

Ｈ１１．３ Ｈ３０．５ 高木和広
東洋電化工業（株）

Ｈ１０．１１ ３０５１９２０号 土壌の病害抑止性の評価方法 横山 和成
松本 直幸

Ｈ１２．４ Ｈ３０．１１

Ｈ１１．９ ３２３１７４４号 病原性が低い紫紋羽病菌菌株分離株 V－７０およびそれ
を含む紫紋羽病防除剤

松本 直幸
岡部 郁子
須崎 浩一
吉田 幸二
植竹ゆかり

Ｈ１３．９ Ｈ３１．９ 農業・生研機構

Ｈ１３．１ ３５９４９０５号 病原性低下因子を含む白紋羽病菌分離株W３７０ 松本 直幸
岡部 郁子
植竹ゆかり
荒川 征夫
中村 仁

Ｈ１６．９ Ｈ３３．１ 農業・生研機構

Ｈ１１．６ ３７７３４４９号 単離した分解菌の集積方法及びその集積方法により得
られた分解菌の保持担体、その分解菌保持担体を利用
する汚染土壌回復又は地下水汚染防止の方法

高木 和広
吉岡 祐一

Ｈ１８．２ Ｈ３１．６ 高木和広
東洋電化工業（株）

＊他に出願中のものが３３件。
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２）外国

４．図 書

平成１８年度における受入れ図書・資料数およびサービス件数は次のとおりです。

（１）受入れ図書・資料数

（２）サービス件数

出願年月 特許・出願番号 特許名 発明者 出願国 取得年月 消滅年月 共同出願

Ｓ６３．３ １３１１４３４号 リゾキシン 佐藤 善司
松田 泉
野田 孝人
奥田 重信
岩崎 成夫
古川 淳
小林 久芳

カナダ Ｈ４．１２ Ｈ２１．１２

Ｈ５．１ ８２４２５号 形質転換されたイネ縞葉枯ウィ
ルス抵抗性イネおよびその製造
方法

鳥山 重光
早川 孝彦
朱 亜峰

台湾 Ｈ９．３ Ｈ２４．１１

Ｈ４．１２ ２５５４７４号 韓国 Ｈ１２．２ Ｈ２４．１２

Ｈ４．１２ ９２１１５１７７．２号 中国 Ｈ１１．３ Ｈ２４．１２

Ｈ５．３ ２０９２２１７号 ３次元自由局面設計装置 竹澤 邦夫 カナダ Ｈ１４．３ Ｈ２５．３

Ｈ５．３ ６５９０５７５号 アメリカ Ｈ１５．７ Ｈ２５．３

Ｈ５．３ ５９４２７６号 ベルギー Ｈ１１．１０ Ｈ２５．３

Ｈ５．３ ５９４２７６号 スイス Ｈ１１．１０ Ｈ２５．３

Ｈ５．３ ６９３２６８６８．９号 ドイツ Ｈ１１．１０ Ｈ２５．３

Ｈ５．３ ５９４２７６号 フランス Ｈ１１．１０ Ｈ２５．３

Ｈ５．３ ５９４２７６号 イギリス Ｈ１１．１０ Ｈ２５．３

Ｈ５．３ ５９４２７６号 イタリア Ｈ１１．１０ Ｈ２５．３

Ｈ５．３ ５９４２７６号 リヒテンシュタイン Ｈ１１．１ Ｈ２５．３

Ｈ５．３ ５９４２７６号 オランダ Ｈ１１．１０ Ｈ２５．３

Ｈ５．３ ５９４２７６号 スウェーデン Ｈ１１．１０ Ｈ２５．３

区 分 購入 寄贈 計

単行書
（冊）

和 ４４６ １５ ４６１

洋 １５２ ３ １５５

資料
（冊）

和 ０ １７８ １７８

洋 ０ １ １

雑誌
（種）

和 ７４ ７９３ ８６７

洋 １７９ １１１ ２９０

対 象 機 関 レファレンス
文献複写

依頼 提供

農林水産省およびその所管する独立行政法人 １０３ ８７８ １，５３２

そ の 他 の 機 関 ２５ ５３５ １４９

計 １２８ １，４１３ １，６８１

＊他に出願中のものが７件。
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